別紙様式
平成２４年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　　項：社会福祉費　　目：老人福祉費
	事業名:老人福祉施設整備費補助金（単建）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）
　　　　　　　　　　　　健康福祉部　高齢福祉課　施設担当　電話番号：058-272-1111（内2597）

　　　　　　   E-mail：c11215@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：488,000千円　（前年度予算額：1,455,080千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　社会的ニーズの高い介護保険関連施設について、岐阜県第５期介護保険事業支援計画（平成24～26年度）、各市町村第５期介護保険事業計画（平成24～26年度）に基づいた整備を推進し、県民の老後への不安解消、施設入所待機者の早期解消を図る。
【特別養護老人ホーム入所待機者数の推移】   　　　　  　　　　　　   （単位：人）
	H15.10
	H16.10
	H17.10
	H18.10
	H19.10
	H20.6
	H21.6
	H22.6
	H23.6

	7,804
	8,706
	9,206
	9,846
	11,128
	12,120
	13,960
	15,520
	16,780


	２　所要経費


　補助金　566,600千円

　【補助対象施設等（定員30人以上の広域型施設）】

　　○継続分（H23-24整備）

　　　特別養護老人ホーム（創設）2箇所　130床

　　　養護老人ホーム（改築）　　1箇所　 40床

　　○新規分（一部H24-25整備）
　　　特別養護老人ホーム（増築）2箇所 　70床

　　　養護老人ホーム（改修）　　1箇所　 45床

　【補助金の算定方法】

　　補助単価　×　整備床数　＝　補助金額
【施設種別毎補助単価】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)
	施設種別
	創　設
	改　築
	増　築
	改　修

	特別養護老人ホーム(ユニット型)
	2,900
	2,900
	2,900
	1,450

	特別養護老人ホーム(従来型)
	2,320
	2,320
	2,320
	1,160

	養護老人ホーム
	2,000
	2,000
	2,000
	1,000

	ケアハウス(特定)
	2,000
	－
	－
	－

	老人保健施設
	22,500
	22,500
	22,500
	－


※老人保健施設は補助単価×施設数＝補助金額
【補助制度の内容（特徴）】

　・法人設立認可及び補助申請に係る審査について、平成18年度より厳正に行うよう

強化されたため、着工年度進捗率は原則40％とし、着工翌年度は原則60％とする。

・整備施設の総定員が50人を超える場合は複数年度で整備することとし、それ以外

は単年度整備とすることを基本とするが、特段の事情がある場合はこの限りでは

ない。

　　・介護保健施設（特別養護老人ホーム、介護老人保健施設）の個室・ユニット型個

室化を推進することを基本とするが、地域の実情に応じて必要であれば従来型に

対する補助も行う。（国の方針：平成26年度に特養のユニット型個室率70％以上）
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ　安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
　２　高齢者の介護や見守りの体制を整える
　○高齢者の実態・ニーズを踏まえた介護サービスを提供する

	２　これまでの取組状況


【三位一体改革】
・平成17年度、都道府県分の施設整備費は一般財源化。
・平成18年度、「地域介護・福祉空間交付金整備等交付金実施要綱」が改正され、従来の都道府県交付金は廃止。
・都道府県は県単にて広域型施設の整備を補助し、市町村は市町村交付金にて地域密着型施設の整備を補助。
【介護基盤緊急整備(経済危機対策)】  
・第４期計画に計画されている整備量の１／３を将来必要となる施設の前倒し整備（未来への投資）として、平成23年度までに第４期計画とは別枠で上乗せのうえ緊急整備を実施。
	３　これまでの取組に対する評価


　計画に沿った事業について、施設整備費を助成することで整備を推進してきた。
今後も、引続き整備のための支援を行い、各地域における必要な施設等の充足を図る。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度

予算額
	1,455,080
	
	
	
	
	
	
	1,455,000
	80

	要求額
	488,000
	
	
	
	
	
	
	488,000
	

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


